
大阪市個人番号の利用等に関する条例（平成２７年大阪市条例第８７号）の一部を次の

ように改正する。

別表第２中

議 案 第 ３ 号

大阪市個人番号の利用等に関する条例の一部を改正する条例案

「

８ 市 長 地方税法その他の地方税

に関する法律及びこれら

の法律に基づく条例によ

る地方税の賦課徴収又は

地方税に関する調査（犯

則事件の調査を含む。）

に関する事務であって市

規則で定めるもの

児童福祉法による児童福祉施設

に係る徴収金の徴収に関する情

報、身体障害者手帳等関係情報、

生活保護関係情報、医療保険給

付関係情報、介護保険給付等関

係情報又は厚生省通知の定める

ところによる生活保護の措置に

関する情報であって市規則で定

めるもの

」

を

「

８ 市 長 地方税法その他の地方税

に関する法律及びこれら

の法律に基づく条例によ

る地方税の賦課徴収又は

地方税に関する調査（犯

則事件の調査を含む。）

児童福祉法による児童福祉施設

に係る徴収金の徴収に関する情

報、身体障害者手帳等関係情報、

生活保護関係情報、医療保険給

付関係情報、介護保険給付等関

係情報又は厚生省通知の定める

１



に関する事務であって市

規則で定めるもの

ところによる生活保護の措置に

関する情報であって市規則で定

めるもの

８の２ 市 長 公営住宅法（昭和２６年法

律第１９３号）による公営

住宅（同法第２条第２号

に規定する公営住宅をい

う。）の管理に関する事

務であって市規則で定め

るもの

地方税関係情報又は厚生省通知

の定めるところによる生活保護

の措置に関する情報であって市

規則で定めるもの

」

に、

「

１０ 市 長 知的障害者福祉法（昭和

３５年法律第３７号）による

障害福祉サービス、障害

者支援施設等への入所等

の措置又は費用の徴収に

関する事務であって市規

則で定めるもの

児童福祉法による障害児通所支

援、障害児入所支援若しくは障

害児相談支援に関する情報、身

体障害者手帳等関係情報、生活

保護関係情報、地方税関係情報、

特別児童扶養手当等の支給に関

する法律による障害児福祉手当

若しくは特別障害者手当若しく

は昭和６０年法律第３４号附則第９７

条第１項の福祉手当の支給に関

する情報、障害者自立支援給付

関係情報又は厚生省通知の定め

２



るところによる生活保護の措置

に関する情報であって市規則で

定めるもの

」

を

「

１０ 市 長 知的障害者福祉法（昭和

３５年法律第３７号）による

障害福祉サービス、障害

者支援施設等への入所等

の措置又は費用の徴収に

関する事務であって市規

則で定めるもの

児童福祉法による障害児通所支

援、障害児入所支援若しくは障

害児相談支援に関する情報、身

体障害者手帳等関係情報、生活

保護関係情報、地方税関係情報、

特別児童扶養手当等の支給に関

する法律による障害児福祉手当

若しくは特別障害者手当若しく

は昭和６０年法律第３４号附則第９７

条第１項の福祉手当の支給に関

する情報、障害者自立支援給付

関係情報又は厚生省通知の定め

るところによる生活保護の措置

に関する情報であって市規則で

定めるもの

１０の２ 市 長 住宅地区改良法（昭和３５

年法律第８４号）による改

良住宅（同法第２条第６

項に規定する改良住宅を

地方税関係情報又は厚生省通知

の定めるところによる生活保護

の措置に関する情報であって市

規則で定めるもの

３



いう。）の管理若しくは

家賃若しくは敷金の決定

若しくは変更又は収入超

過者に対する措置に関す

る事務であって市規則で

定めるもの

」

に、

「

２０の２ 市 長 子ども・子育て支援法に

よる子どものための教育・

保育給付の支給又は地域

子ども・子育て支援事業

の実施に関する事務で

あって市規則で定めるも

の

児童福祉法による保育所におけ

る保育の実施若しくは措置若し

くは費用の徴収に関する情報、

身体障害者手帳等関係情報、児

童手当関係情報又は厚生省通知

の定めるところによる生活保護

の措置に関する情報であって市

規則で定めるもの

」

を

「

２０の２ 市 長 子ども・子育て支援法に

よる子どものための教育・

保育給付の支給又は地域

子ども・子育て支援事業

の実施に関する事務で

児童福祉法による保育所におけ

る保育の実施若しくは措置若し

くは費用の徴収に関する情報、

身体障害者手帳等関係情報、児

童手当関係情報又は厚生省通知

４



に改める。

附 則

この条例の施行期日は、市長が定める。

平成３０年２月９日提出

大阪市長 吉 村 洋 文

あって市規則で定めるも

の

の定めるところによる生活保護

の措置に関する情報であって市

規則で定めるもの

２０の３ 市 長 大阪市営住宅条例による

市営住宅及び共同施設の

管理に関する事務（法別

表第１の１９の項、３５の項

及び６１の２の項に掲げる

事務を除く。）であって

市規則で定めるもの

生活保護関係情報、地方税関係

情報又は厚生省通知の定めると

ころによる生活保護の措置に関

する情報であって市規則で定め

るもの

」

説 明

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第９条第２項の規定

に基づき、個人番号を利用することができる事務を定めるため、条例の一部を改正する必要があ

るので、この案を提出する次第である。

５



別表第２（第３条関係）

（参 照） （太字は改正）

大阪市個人番号の利用等に関する条例（抄）

項番号 執行機関 事 務 特定個人情報

省 略 省 略 省 略 省 略

８ 省 略 省 略 省 略

８の２ 市 長 公営住宅法（昭和２６年法

律第１９３号）による公営

住宅（同法第２条第２号

に規定する公営住宅をい

う。）の管理に関する事

務であって市規則で定め

るもの

地方税関係情報又は厚生省通知の定めるとこ

ろによる生活保護の措置に関する情報であっ

て市規則で定めるもの

省 略 省 略 省 略 省 略

１０ 省 略 省 略 省 略

１０の２ 市 長 住宅地区改良法（昭和３５

年法律第８４号）による改

良住宅（同法第２条第６

項に規定する改良住宅を

いう。）の管理若しくは

家賃若しくは敷金の決定

若しくは変更又は収入超

過者に対する措置に関す

る事務であって市規則で

定めるもの

地方税関係情報又は厚生省通知の定めるとこ

ろによる生活保護の措置に関する情報であっ

て市規則で定めるもの

省 略 省 略 省 略 省 略

２０の２ 省 略 省 略 省 略

６



２０の３ 市 長 大阪市営住宅条例による

市営住宅及び共同施設の

管理に関する事務（法別

表第１の１９の項、３５の項

及び６１の２の項に掲げる

事務を除く。）であって

市規則で定めるもの

生活保護関係情報、地方税関係情報又は厚生

省通知の定めるところによる生活保護の措置

に関する情報であって市規則で定めるもの

省 略 省 略 省 略 省 略

７
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